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JSG ニュースレター 

<Tax> 

「中小企業発展条例」 

第 35条、第 36条の２、第 40条 

経済部が改正案を予告 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

経済部は現行の「中小企業発展条例」に関する租税優遇措置が、2024 年 5

月 19 日に失効することを受け、税制上の経済的なインセンティブにより中小企業*

の発展と変革を奨励し、中高年および高齢者の人材雇用増加、一般従業員の給

与水準の引き上げを促すことを目的として、「中小企業発展条例」第 35 条、第 36

条の 2、第 40 条の改正案を予告しました。改正案のポイントは以下のとおりです。 

*中小企業とは、中小企業発展条例第 2 条及び中小企業認定標準第 2 条に

基づき、「法に依り会社登記又は商業登記を行っている、払込資本金額が新台湾

ドル 1 億元以下、又は経常的に雇用する従業員が 200 人に満たない事業」を指

します。 
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条文 追加/改正內容 

⚫ 第35条 

（営利事業所得税の優

遇措置） 

⚫ 研究開発に投資した支出にかかる営利事

業所得税低減の適用対象について、リミテ

ッドパートナー事業も適用範囲とする条文を

追加。 

⚫ 第36条の2 

（新規雇用かつ給与支

給総額引き上げにかかる

割増控除） 

⚫ 中小企業が従業員を新規雇用した場合の

給与の支給金額の割増控除に関する租税

優遇措置の適用要件である、「経済動向

指数が一定の値まで達した状況下において」

の部分を削除。また、優遇適用する中小企

業について、新規投資により設立した、また

は増資により規模を拡大した中小企業とす

る要件を削除。 

⚫ 改正により、中小企業が特定の従業員

（24歲以下および45歲以上の台湾籍従

業員）を新規雇用した場合の給与支給金

額について、割増控除率を150%とする。 

⚫ 中小企業が従業員の給与を引き上げた場

合の給与支給金額の割増控除に関する租

税優遇措置の適用要件としていた「経済動

向指数が一定の値まで達した状況下におい

て」の部分を削除。 

⚫ 改正により、中小企業が台湾籍の一般従

業員の平均給与の給与水準を引き上げた

場合、法定上の基本賃金の調整以外で増

加した、台湾籍の現職の一般従業員に対

する支給金額について、毎年の割増控除率

を150％とする。 

第40条 

（施行日、期限） 

 

⚫ 今般の改正案の第35条および第36条の2

の施行期間を2024年1月1日から2033年

12月31日までとする条文を追加。 

⚫ 改正により、現行の第35条の1（知的財産

権の譲渡に関する所得の減免）の施行期

間を2033年12月31日まで延長。 

 

勤業衆信の見解 

 経済部は、中小企業の多様な人材需要および国内の就業人口構造の変化

に鑑み、中小企業発展条例第 36 条の 2 の改正案では、従業員を新規雇用し

た場合の給与の支給金額を割増控除する適用対象について、現行の 24 歳以

下を維持するほか、新たに 45 歳以上の従業員についても租税優遇を享受でき

るとする条文を追加しています。このほか、従業員の新規雇用や従業員の給与



増額にかかる給与支給金額の控除率が一律 150％に引き上げられます。ただ

し、従業員を新規雇用する場合の給与支給金額の割増控除については、改正

後の規定でも引き続き、中小企業は従業員を新規雇用するとともに、企業全体

の給与支給総額を引き上げなければならないとしている点に注意が必要です。 
 

 
 

 

 

 

過去のニュースレターはこちら 

台湾 JSG のホームページはこちら 
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トワークは、本資料によりいかなる人に対しても専門的意見やサービスを提供しているとみなすことはできません。いかなる決定または

企業の財務もしくは企業自身に影響を与える可能性を有する行動を取る前に、適切な専門家にご相談ください。 
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日商組新聞稿 

<Tax> 

經濟部預告修正「中小企業發展條例」 

第 35 條、第 36 條之 2、第 40 條草案 

 

 

 

經濟部考量現行「中小企業發展條例」既有租稅優惠措施將於民國（以

下同）113 年 5 月 19 日落日，為延續前開措施以稅制上經濟誘因鼓勵中小

企業升級轉型，增加聘僱中高齡及高齡人才，並促進基層員工薪資增長，

爰擬具「中小企業發展條例」第 35 條、36 條之 2、第 40 條修正草案，

謹彙整本次修正重點如下： 

條文 增訂/修訂內容 

第35條 

（所得稅之優惠） 

⚫ 針對研究發展支出抵減營利事業所得稅

之適用對象，增訂納入有限合夥事業。 

第36條之2 

（增僱員工且提高薪資

給付總額加成抵減） 

⚫ 刪除以「於經濟景氣指數達一定情形

下」作為中小企業增僱員工時薪資費用

加成減除租稅優惠之要件，同時刪除適

用優惠之中小企業需為新投資創立或增

資的門檻要件。 

⚫ 修正中小企業增僱特定對象員工（24歲

以下及45歲以上本國籍員工）之薪資費

用加成減除率為150%。 

https://join.gov.tw/policies/detail/64e51cac-5365-4303-aa0d-0526c0647329
http://www2.deloitte.com/tw/tc.html
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⚫ 刪除以「於經濟景氣指數達一定情形

下」作為中小企業加薪員工時薪資費用

加成減除租稅優惠之要件。 

⚫ 修正中小企業調高本國籍基層員工之平

均薪資給付水準時，得就每年非因法定

基本工資調整而增加支付本國籍現職基

層員工薪資之費用加成減除率為150%。 

第40條 

（施行日與期限） 

 

⚫ 增訂本次修正之第35條及第36條之2施

行期間自113年1月1日起，至122年12月

31日止。 

⚫ 修訂延長原第35條之1（有關智慧財產

權讓與所得之減免）施行期間至122年

12月31日止。 

 

勤業眾信觀點 

經濟部考量中小企業人才多元需求及國內就業人口結構變化，中小企業

發展條例第 36 條之 2 的修法方向，將增僱員工薪資費用加成減除的增

僱對象，除維持現行 24 歲以下青年外，亦增加納入 45 歲以上員工亦能

享有租稅優惠，另外也將增僱員工與員工加薪薪資費用加成減除率調高

至一體適用的 150%，惟需注意於增僱員工薪資費用加成減除部分，修

正後規定仍維持現行中小企業增僱員工後也須同時提高企業整體薪資給

付總額的規定。 
 

  

 

   

 

日商組新聞稿之歷史消息請點這 

日商組官方網站請點這 

  

 

Deloitte 泛指 Deloitte Touche Tohmatsu Limited (簡稱"DTTL")，以及其一家或多家會員所網絡及其相關實體(統

稱為"Deloitte 組織"。DTTL(也稱為"Deloitte 全球")每一個會員所及其相關實體均為具有獨立法律地位之個別法律

實體，彼此之間不能就第三方承擔義務或進行約束。DTTL 每一個會員所及其相關實體僅對其自身的作為和疏失負

責，而不對其他行為承擔責任。DTTL 並不向客戶提供服務。更多相關資訊 www.deloitte.com/about 了解更多。 
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本出版物係依一般性資訊編寫而成，僅供讀者參考之用。Deloitte 及其會員所與關聯機構不因本出版物而被視為對
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